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神栖市児童館指定管理業務仕様書

市立児童館等の指定管理者が行う業務の内容及びその範囲等は、この仕様書による。

第１ 管理運営の基本方針

１ 施設の基本方針

児童館は、地域児童の健全育成のため、児童に健全な遊びを与えて、その健康を増進し、情操を

豊かにし、地域の子育て支援の拠点としての役割を果たすことを目的とする。

（１）児童館等の事業目的に基づいた管理運営を行うこと。

（２）公の施設であることを常に念頭において、公平公正な運営を行うこと。

（３）事業計画等に基づき、利用者が快適に施設を利用できるよう適切な施設管理を行うとともに、

効率的かつ効果的な管理運営を行い、柔軟な人員配置や経費の削減に努めること。

（４）児童館等が有効活用されるよう利用促進に努めるとともに、利用者の意思を施設管理に反映さ

せ、満足度を高めていくこと。

（５）利用者からの苦情を解決する体制をとり、サービス向上に努めること。

（６）職員研修を実施するとともに、関係団体等の協議会等に積極的に参加すること。

（７）施設内での利用者の安全に配慮し、事故防止及び感染症対策並びに災害、緊急時に備えた危機

管理を徹底すること。

（８）個人情報の保護を徹底すること。

（９）市と密接に連携を図りながら管理運営を行うとともに、市の施策に対し積極的に協力するよう

努めること。

（10）地域組織、地域の各種関連団体、住民との連携を図り、地域に根ざす運営に努めること。
（11）障がい児（者）に対して十分な配慮を行うこと。
（12）ごみの減量、省エネルギー、CO2削減等、環境に配慮すること
（13）感染症対策を考慮した衛生的な環境を保持すること。

２ 施設の概要

施設の名称及び所在地は、神栖市児童館募集要項 別表１ のとおりとする。

３ 指定期間及び準備期間

指定期間は令和９年４月１日から令和１４年３月３１日までとする。

ただし、指定開始日前においても管理運営に必要な準備行為を行うことができることとする。

第２ 管理する施設の管理基準等

１ 法令の遵守

指定管理者は、管理運営にあたっては、次に掲げる法令等を遵守し、業務を逐行しなければな

らない。なお、協定の期間中に法令等に改正があった場合は、改正された内容を遵守すること。

（１）地方自治法（昭和２２年法律第６７号）
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（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

（３）児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

（４）児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）

（５）子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）

（６）こども基本法（令和４年法律第７７号）

（７）児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号）

（８）児童館ガイドライン（平成３０年子発１００１第１号厚生労働省子ども家庭局長通知）

（９）神栖市児童厚生施設の設置及び管理に関する条例（平成９年神栖町条例第５号）

（10）神栖市児童厚生施設の設置及び管理に関する条例施行規則（平成２１年神栖町規則４２号）
（11）神栖市立児童館管理運営規程（平成３０年神栖市訓令第３３号）
（12）神栖市女性・子どもセンターの設置及び管理に関する条例（平成２４年神栖市条例第１８号）
（13）神栖市女性・子どもセンターの設置及び管理に関する条例施行規則（平成２４年神栖市規則

３６号）

（14）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）実施要綱（令和２年子発０
３２７第６号）

（15）神栖市かみすファミリーサポートセンター事業実施要項（平成１８年告示第２０号）
（16) 神栖市かみすファミリーサポートセンター子育てサポーター助成金交付要項（令和５年神栖市

告示第２５号）

（17）かみすファミリーサポートセンター会則（平成２６年）
（18）神栖市子育てコンシェルジュ事業実施要領
（19）神栖市情報公開条例（令和５年神栖市条例第２号）
（20）個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）
（21）神栖市暴力団排除条例（平成２４年神栖市条例第１４号）
（22）消防法（昭和２３年法律第１８６号）
（23）労働基準法（昭和２２年法律第４９号）
（24）労働安全衛生法（昭和４７年法律５７号）
（25）こども性暴力防止法（学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止

等のための措置に関する法律）（令和６年法律第６９号）

（26）その他の関係法令

２ 安全管理（危機管理）

（１）利用者の安全の確保に関すること

① 災害の発生や事故及び不審者の侵入等に対応すべく災害対応マニュアル・危機管理マニュアル

等を作成し、危機管理体制を構築すること。

② 消防法に基づく防災・避難訓練等を行い、非常災害に備え、児童福祉施設の設備及び運営に関

する基準第６条に基づく、避難訓練等を実施すること。

③ 災害等緊急時の利用者の避難、誘導、安全確保、必要な通報等についての対応計画及び津波避

難計画等を作成し、月に 1回以上は利用者を対象とした避難訓練の実施、避難訓練録を作成し
安全確保に努めること。

④ 感染症対策を確実に実施し状況に応じて市と協議すること。

（２）施設の防犯・防火対策

① 施設の防犯、防火及び防災に万全を期し、利用者が安心して利用できる環境を確保するため、

機械警備を実施すること。

② 管理責任者及び防火管理者を配置し、その者の氏名を市に報告すること。また、自衛消防組織

を編成し、消防訓練等を実施すること。

③ 各種マニュアル、計画については随時見直しを実施すること。
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（３）緊急時等の対応

指定管理者は、児童館内での犯罪、火災、疾病、食中毒等の防止に努めるとともに、利用者等

の急な病気、ケガ等に対応できるよう、簡易な救急用品を常備するほか、近隣の医療機関等と連

携し、緊急時には的確な対応を行うこと。また、報告の必要があると判断される事象については、

確実に市に報告を行うこと。

（４）指定管理者は、施設等に故障又は異常が認められた場合は、直ちに応急措置を講じるとともに、

速やかに市へ報告すること。

（５）指定管理者は、緊急時に保護者等へ連絡が取れるよう、児童等利用者の住所、氏名、電話番号

などを把握すること。

（６）性暴力防止の徹底

指定管理者は、児童館を利用する全ての児童の安全を確保するため、児童に対する性暴力（性

的虐待、性的搾取を含む。以下同じ。）の発生を未然に防止し、万一発生した場合の迅速かつ適切

な対応、および再発防止策の徹底を図るものとする。このため、指定管理者は、以下の事項を遵

守し、これらを網羅した「性暴力防止規程」を別途策定し、神栖市（以下「市」という。）の承認

を得て運用するものとする。

① 基本方針の策定と周知

児童の権利を尊重し、性暴力の根絶を目指すという明確な基本方針を策定し、全ての職員および

利用者に周知徹底すること。

当該方針は、当児童館のウェブサイトおよび施設内の見やすい場所に掲示するものとする。

② 職員の採用・配置に関する措置

児童と接する全ての職員（正規職員、非正規職員、ボランティア、委託業者職員等、児童館で業

務に従事する全ての人を含む。以下「職員等」という。）の採用にあたっては、児童の安全確保を

最優先とし、性犯罪歴の有無の確認（児童福祉法第３４条の２０およびこども性暴力防止法の規定

に基づく）その他、応募者の適格性を厳格に審査すること。

職員等の配置については、児童が一人となる状況を極力避けるよう配慮し、見守りが困難な場所

や死角が生じないよう、施設の構造や利用状況を考慮した人員配置を行うこと。

③ 職員等に対する研修の義務付け

全ての職員等に対し、児童の性暴力に関する知識、発生メカニズム、兆候の発見方法、被害児童

への対応、関係機関との連携方法、職員としての倫理規定等に関する研修を、年間１回以上（新規

採用時および定期的に）義務付けること。

研修の実施計画、参加実績、内容については、市の求めに応じて報告すること。

④ 施設・設備の安全対策

施設内の死角をなくし、見通しの良い空間設計を維持すること。必要に応じて、パーテーション

の配置や家具の配置を見直すこと。

トイレ、更衣室等、プライバシーが確保されるべき場所については、施錠管理を徹底するととも

に、定期的な巡回を行うなど、利用状況を適切に管理すること。

防犯カメラを設置する際は、プライバシーに配慮しつつ、適切な場所に設置し、その旨を明示す

ること。録画データの適切な管理および利用に関する規程を別途定めること。
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⑤ 児童への啓発と相談しやすい環境の整備

児童に対し、自身の身体の境界線、性的なことについて「嫌だ」と言える勇気、信頼できる大人

に相談することの重要性などを、児童の発達段階に応じて継続的に啓発すること。

児童が性暴力に関する相談を安心してできる雰囲気づくりに努め、児童からの相談があった場合

には、真摯に耳を傾け、守秘義務を遵守しつつ、適切な対応を行うこと。

児童が利用できる相談窓口（児童相談所全国共通ダイヤル、子ども 110番、チャイルドライン
等）の連絡先を、児童に分かりやすい形で施設内に掲示するとともに、定期的に周知すること。

⑥ 保護者との連携と情報共有

保護者に対し、当児童館の性暴力防止に関する取り組みを積極的に情報提供し、理解と協力を求

めること。

性暴力に関する情報や相談があった場合、保護者の意向を尊重しつつ、個人情報保護に配慮した

上で、適切な連携を行うこと。

⑦ 性暴力発生時の対応体制の確立

性暴力の発生を認知した場合、以下の事項を速やかに実施できる体制を構築すること。

被害児童の安全確保と心のケアを最優先とすること。

関係機関（警察、児童相談所、市担当部署等）への迅速な通報および情報共有を行うこと。

事実関係の調査を公平かつ厳正に行い、証拠保全に努めること。

被害児童およびその保護者に対し、必要な支援（心理的ケア、法的助言等）を行うこと。

加害者への厳正な対処（懲戒処分、警察への通報等）を行うこと。

これらの対応手順を明確にした緊急時対応マニュアルを別途策定し、全職員等に周知徹底すること。

⑧ 定期的な点検と改善

性暴力防止に関する取り組みについて、定期的に（少なくとも年 1回）自己点検・評価を行い、
その結果に基づき、必要な改善策を策定・実施すること。

当該点検結果および改善計画については、市の求めに応じて報告するものとする。

⑨ 市への報告義務

性暴力の発生を認知した場合、その事実を速やかに市に報告すること。

前項の点検結果および改善計画についても、市に報告すること。

市は、指定管理者に対し、性暴力防止に関する取り組み状況について、必要に応じて報告を求め、

または調査を行うことができるものとし、指定管理者はこれに協力すること。

（７）性暴力防止規程の策定

指定管理者は、前述に定める事項を具体化するため、以下の内容を含む「性暴力防止規程」を策

定し、当該規程の施行前に市の承認を得るものとする。当該規程の改定についても同様とする。

１規程の目的

２対象範囲（職員等、利用者等）

３基本方針

４職員等の責務および行動規範（倫理規定、禁止行為、報告義務等）
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５具体的な防止策（環境整備、職員研修、児童・保護者への啓発等）

６性暴力発生時の対応手順（通報、事実確認、調査、支援、加害者への対応等）

７相談窓口の設置と運用

８定期的な点検・評価と改善計画の実施

９その他、性暴力防止に必要な事項

３ 運営の透明性、説明責任、苦情処理等

（１）利用者の立場に立ち、良質かつ適切なサービスを安定して提供し、事業運営上で問題点があ

れば具体的に把握し、改善に結び付けること。

（２）施設利用者の利便性向上等の観点から、利用者満足度調査（アンケート等）を年１回以上実

施すること。なお、調査項目・調査方法については、あらかじめ市と協議し決定する

（３）施設利用者の意見・苦情等を聴取し、その結果及び業務改善への反映状況について市に報告

するとともに、その情報を公開すること。

４ 個人情報の取扱い

指定管理業務を通じて取得した個人情報について、その取り扱いに十分留意の上、保護を図る

ため、別途締結する協定において必要な措置を講じること。

５ 守秘義務

指定管理者及びその職員は、指定管理業務を行うにあたり、業務上知り得た秘密を第三者に漏

らしたり、自己のために使用することはできない。指定管理者でなくなった後及び職員でなくな

った後も同様とする。

６ 情報公開

神栖市情報公開条例（令和５年神栖市条例第２号）に準じ、施設の管理に関する情報を公開す

るための必要な措置に努めること。また、当該業務を行うにあたり保有する情報について、市か

ら提供を求められたときはこれに応じること。

７ 文書管理

（１）指定管理業務を円滑に実施するため、文書等を適正に分類・管理するものとする。

（２）児童館等に保存してある文書については、指定管理業務を行う上で、特に変更の必要がな

ければ「神栖市文書管理規程」に基づいて取り扱うものとする。

８ 業務の一括委託の禁止

指定管理者は、指定管理業務の全部、又は業務の主たる部分を第三者に委託することはできな

い。ただし、指定管理業務の一部については市と協議の上、市が認めた場合は委託することがで

きる。

第３ 児童館の運営に関する業務
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１ 開館時間及び休館日

（１）開館時間

午前９時から午後５時３０分まで

ただし、女性・子どもセンターの集会室、和室及び印刷・ロッカー室の開館時間は、午前９時

から午後９時まで（利用団体がない場合は午後５時３０分）。

また、指定管理者が必要と認めるときは、市長の承認を得て、開館時間を変更することができ

る。

（２）休館日

１２月２９日から翌年１月３日までの日

ただし、指定管理者が児童館等の点検や感染症対策などで管理上必要と認めるときは、市長の

承認を得て、休館日を変更し、または臨時に休館日を設けることができる。

２ 職員の雇用配置及び勤務体制

（１）職員の配置

常勤職員として館長（管理者）のほか、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準３８条第２

項に規定する児童の遊びを指導する者（以下「児童厚生員」という。）を配置すること。なお、常

勤職員の処遇については正規職員とすること。職員の配置は、「参考資料１ 児童館職員配置計画」

を参考にすること。

（２）職員の資格及び勤務内容

業務の従事に資格が必要な場合は、当該資格を有し、かつ技術、信用及び経験のある者を配置

し業務を行わせること。

① 運営管理の責任者として常勤の館長を置くこと。館長は、児童厚生員として、児童厚生施設等

での経験５年以上の者とし、施設の統括責任者として、児童館等の安全な管理・運営を行う。

② 館長のほか常時２名以上の児童厚生員を置くこと。児童厚生員は、児童館等を円滑に運営する

ための管理・運営のほか、主として実施する事業に関する業務を行うこと。

③ その他の職員は、常勤職員を補助すること。

④ 職員については、資格等の写しを添付して市に報告すること。

（３）職員の継続雇用

現に市内児童館に勤務している職員の継続雇用を最優先させること。雇用条件（賃金等）につ

いては、継続雇用につながるよう十分に配慮すること。なお、変更があった場合のみ、継続雇用

の対象者に対し、下記のとおり休暇を付与すること。

① 継続雇用の対象者のうち、雇い入れの日を起点に６か月以上従前の指定管理者にて継続勤務し、

有給休暇を付与されていた者（指定管理者の変更がない場合に児童館運営実施期間の開始日にお

いて付与される見込みであった者を含む）については、付与されていた有給休暇の残日数以上の

有給休暇を付与し、児童館運営実施期間の開始日から取得できるようにすること。

② 指定管理者の規則に準ずるその他の休暇は、児童館運営の実施期間の開始日から取得できるよ

うにすること。

（４）職員配置上の留意点

① 職員に対して、施設の管理運営に必要な研修を実施すること。

② 職員は、名札を着用する等、常に職員とわかるように努めること。

③ 利用実態に見合った職員配置を行うこと。

④ 防火管理者を選任し、災害等緊急時の利用者の避難、誘導、安全確保、必要な通報等について

の対応計画を作成し、緊急事態の発生時には的確に対応すること。
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３ 管理運営規定の作成

来館する児童の把握、保護者との連絡、事故防止等に関する事項を規定する管理運営規定を定

めること。

４ 広報と各種情報の提供

児童館等の利用促進を図るため、ホームページや施設案内パンフレット等、必要な媒体の作成

及び積極的かつ効果的なＰＲや情報提供を行うこと。

５ 協議及び報告

指定管理業務の実施にあたり、必要に応じて市と協議を行うこと。指定管理者の管理下で事故

等が発生した場合は、軽微で報告の必要がない場合を除き、速やかに事故等の状況を市に報告す

ること。

第４ 施設等の維持管理に関する業務

管理業務

１ 保守管理業務

２ 維持管理業務

１ 保守管理業務

（１）施設及び設備

施設の適正な運営を図るため、施設及び設備の保守点検を行うこととする。日常点検のほか、

以下の定期点検を行い、性能を維持すること。

① 消防・防火設備保守点検（共通）

② エレベータ保守点検（女性・子どもセンター）

③ 自動ドア保守点検（女性・子どもセンター、若松）

④ 浄化槽点検（波崎西、若松、軽野）

⑤ 施設清掃委託（共通）

⑥ 空調関係設備（共通）

⑦ 害虫駆除（共通）

⑧ 防犯カメラ保守点検（共通）

（２）備品

① 備品は、市の所有となるため、使用及び補完には十分注意すること。

② 指定管理業務を実施するうえで必要不可欠であると市が判断した備品は、市が購入して指定管

理者に貸与する。

③ 指定管理者が指定管理料により備品を購入した時は、購入後の備品は、市に帰属するものとす

る。

④ 指定管理者が管理する市の所有する備品は、備品台帳を備えてその保管に係る備品を整理し、

購入及び廃棄等の移動については、その都度市に報告しなければならない。
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２ 維持管理業務

（１）清掃・環境整備業務

① エアコンのフィルター、窓ガラス、換気扇、蛍光灯等の清掃を定期的に行うこと。

② 施設の機能と環境を良好に維持するため、施設の清掃業務を毎日行うこと。

③ 清掃の実施と併せて、トイレットペーパーや石鹸、消毒液など必要な消耗品の補充を適切に行

うこと。

④ 施設の環境を良好に維持するため、敷地内の清掃、除草を適切に行うこと。必要に応じ、植栽

や庭木の剪定や消毒等を実施し、施設の景観を良好に維持すること。

⑤ 指定管理業務の履行により生じた廃棄物については、関係法令等に基づいた適正な処理を行う

等、環境負荷の低減に努めること。

⑥ 児童館の入り口看板や案内板が適切に機能するよう、日常の点検や補修等を行うこと。

（２）施設保全業務

① 施設内はバリアフリー化を心掛け、備品の配置等に配慮すること。

② 駐車場の管理は、利用者が安全に利用できるように管理すること。

③ 施設の状況や設備、遊具の作動状況、物品の状態などに常に注意し、施設を安全かつ安心して

利用できるよう、施設の予防保全に努めること。

（３）施設の利用許可に関すること

① 児童の福祉を増進するため必要な場合は、児童館事業の実施を妨げない限度において利用させ

ることができる。

② 許可を受けたものが、条例、規則の規定に違反したときは、当該許可を取り消すことができる。

③ 児童館の利用許可を行うにあたり、利用予定表を作成し、施設の利用予定を常に把握すること。

④ 女性・子どもセンターに関する利用許可申請書の受付及び利用許可、利用料の徴収、減免、返

還に関する業務を行うこと。

（４）自動体外式除細動器（ＡＥＤ）について

① 各施設に自動体外式除細動器（ＡＥＤ）を設置し、常に良好な状態で使用できるようにするこ

と。

② 正常に動作するよう日常点検を実施し、その結果を適切に記録しておくこと。

③ 自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な取り扱い方法等を職員に習得させること。

（５）その他維持管理について

① 施設の利用を制限する作業等を行う場合は、市と協議すること。

② 若松児童館は、外トイレの維持管理も行うこと。

③ 施設及び設備並びに遊具や備品等が破損・消耗した場合は、速やかに修繕及び備品の入れ替え

等を行うものとする。ただし、１件１０万円未満（消費税込み）の修繕及び備品の購入等は指

定管理者が負担するものとし、1件１０万円以上（消費税込み）の修繕及び備品の購入が見込
まれる場合は、市と指定管理者との間で協議すること。

④ 女性・子どもセンターの電気料金については、使用電力量に基づき矢田部公民館と按分した料

金を市に対して支払うこと。

第５ 実施する事業に関する業務

事業の分類
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１ 児童館事業

２ 子育て広場の実施

３ 子育てコンシェルジュ事業の実施

４ ファミリーサポートセンター事業

１ 児童館事業

（１）児童の健全育成

児童館では、子ども達の自主的な活動を尊重しながら、健全な遊びを通して健康を増進し、情

操豊かに育つように個別的、集団的な指導を行い、自主性や創造性を育て、協調性が養われるよ

う児童の健全育成に努めること。乳幼児の親子に対する遊びの提供については、異年齢児間の交

流に配慮した活動を行い、中学生、高校生等年長児童に対しては、自主的な活動に対する支援を

行うこと。

（２）行事等の開催

季節行事、定期イベント等、年間を通して子ども達が楽しめるイベントを実施すること。

「参考資料２ 令和７年度実施事業」を参考にこれまで実施してきたものを引継ぎながら、よ

り魅力ある行事が開催できるように努め、児童が安全かつ楽しく過ごせるように常に創意工夫し

実施すること。イベントの申し込み方法については利用者の利便性を最大限考慮すること。また、

大きな変更や改善については、事前に市と協議すること。

なお、各事業の実施に当たっては感染症予防等、来館者の安全確保に十分配慮すること。

（３）登録クラブの実施

遊びを通して社会性・協調性を育む活動や、体力の増進を図るための集団活動を実施する。あ

らかじめ登録した者が通年に渡り参加する形式を「登録クラブ」、毎回新たに参加者を募集する形

式を「教室」とし、感染症の流行や利用実態に応じ、実施形式を適宜選択すること。

「参考資料２ 令和７年度実施事業」を参考にこれまで実施してきたものを引継ぎながら、よ

り魅力ある行事が開催できるように努めること。

（４）地域交流事業の実施

① 伝統行事や児童館まつり等、地域の住民誰もが参加できる事業の中で交流を深め、児童が育つ

環境づくりに地域ぐるみで取り組むこと。また、ＰＴＡ、学校、シルバークラブ等と連携を図

り、児童の健全育成に取り組むこと。

② 母親クラブ、その他の児童の健全育成に関する活動を行う地域組織活動の育成とその活動を支

援する。

２ 子育て広場の実施

集団でのさまざまな親子遊びを通じ、子育てをサポートすることを目的とする。初めて集団遊

びを体験する親子でも、友だちを作りながら楽しく参加することができるように、担当職員と保

護者が協力しながら活動をすすめていくこと。

（１）開催日時

毎週月曜日から金曜日までの午前９時から１２時３０分まで

（２）開催場所

平泉児童センター、大野原児童館、うずも児童館、若松児童館、女性・子どもセンター

３ 子育てコンシェルジュ事業の実施
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子育て広場を実施する児童館を巡回する子育てコンシェルジュを１名以上配置し、保護者が安

心して子育てできるように、育児の悩みや相談に応じ、さまざまな子育てサービスの情報を提供

する体制を作ること。

市子育てコンシェルジュと定期的に会議を開催し、意見交換、情報共有を行うこと。

市子育てコンシェルジュの企画事業に積極的に協力すること。

神栖市子育てコンシェルジュ事業実施要領に基づき、事業を実施すること。

４ ファミリーサポートセンター事業の実施

育児の援助を受けたい者、育児の援助を行いたい者を会員として組織化し、会員相互の援助活

動を行う「かみすファミリーサポートセンター」の運営を行う。

（１）事業内容

① 会員の募集、登録その他の会員組織に関する業務

② 会員相互の援助活動の調整に関する業務

③ 会員に対して会員相互の援助活動に必要な知識を付与するために行う講習会等に関する業務

④ 会員の交流を深め、情報交換の場を提供するための交流会に関する業務

⑤ センターの広報に関する業務

⑥神栖市かみすファミリーサポートセンター子育てサポーター助成金交付要項（令和５年神栖市

告示第２５号）に基づき市が行う事務に関する補助業務

⑦ 前各号に掲げるもののほか、センターの目的達成に必要な業務

（２）センターの事務局の設置

① 本部を１カ所以上設置すること。

② 支部を１カ所以上設置すること。

（３）職員の配置

① 本部と支部それぞれに、常勤のコーディネーターを１名以上配置すること。

② 本部と支部それぞれに、常勤の事務局員を１名以上配置すること。なお、事務局員は児童館職

員と兼務することができるものとする。

（４）その他の業務

① 会員名簿を作成し、会員組織を管理すること。

② 相互援助活動の実績と内容を把握し管理すること。

③ 会員に対して相互援助活動に必要な知識を付与する研修会は年２回以上実施すること。

④ 地域・関係機関と連携し、円滑な事業運営に努めること。

第６ その他の業務

１ 事業計画書及び収支予算書の作成

次年度の事業計画書及び収支予算書を毎年１０月末までに作成し、市に提出すること。事業計

画書の作成にあたっては、市と協議して調整を図ること。

２ 帳簿の管理について

（１） 児童館の管理運営に係る収入及び支出について、適切に帳簿に記帳するとともに、当該収入及

び支出に係る帳簿及び証拠書類は、次年度の４月１日から起算して５年間保存すること。また、
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これらの関係書類について、市が閲覧を求めた場合は、これに応じること。

（２） 自身の団体等と別の会計帳簿及び経理規定を設けるとともに、収入及び経費については、団体

自身の口座と別の口座で管理すること。また、他の公の施設の指定を受ける場合、他の公の施

設の管理口座とは別の口座で管理すること。

３ 事業報告について

（１）毎月終了後、月報を翌月１０日までに提出すること。

（２）年度終了後、４０日以内に事業報告書を提出すること。

（３）その他、市が必要とする報告書を提出すること。

４ ネーミングライツへの対応について

（１）市は、施設へのネーミングライツ導入を積極的に推進しており、本施設においても指定管理期

間中に、指定管理者と協議の上、ネーミングライツ（施設の名称に企業名、商品名等を付与する

権利）を導入する可能性があることを想定しておくこと。

（２）指定管理者は、ネーミングライツ導入に際し、施設の管理運営に支障が生じない範囲において、

市及びネーミングライツパートナーに協力するものとする。

（３）指定管理者は、イベント等の開催やホームページ等広報活動において、ネーミングライツによ

り決定された施設の愛称を積極的に使用するものとする。

（４）ネーミングライツ導入に伴い、ネーミングライツパートナーの負担により、施設の看板、案内

図等の表示変更及びそれに伴う改修工事等が必要となる場合、市は、指定管理者及びネーミング

ライツパートナーと別途協議するものとする。

５ 有料広告について

市では、財源確保のため有料広告事業を実施しており、当該施設にも導入される可能性がある。

なお、掲示された広告物の維持管理は、原則として指定管理者が行うものとする。

６ リスクへの対応

指定期間における、リスクの分担区分は、別紙１「リスク分担表」を基本とする。ただし、事

故により損害賠償が求められるものや、不可抗力（天災及び事故等の人災）発生時の費用負担に

ついては、後記「６ 損害賠償及び不可抗力」のとおりとする。

７ 損害賠償及び不可抗力

事故により損害賠償が求められるものや、不可抗力（天災、事故等の人災）発生時の費用負担

については次のとおりとする。

（１）損害賠償について

① 指定管理者が故意・過失により管理物件を損傷したときは、指定管理者は市に対し、損害を賠

償するものとする。

② 指定管理者の責に帰すべき事由により利用者等第三者に損害が生じた場合は、指定管理者はそ

の損害を賠償しなければならない。児童館来館者の事故・けが等の対応のために、児童健全育

成推進財団で取り扱っている「児童安全共済制度Ｃ型」と同等の傷害保険等に加入すること。

また、ファミリーサポートセンター事業における事故・けが等の対応のために、一般財団法人 女
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性労働協会が取り扱う「地域子育て支援補償保険」及び「移動サービス専用自動車保険」と同

等の傷害保険等に加入すること。

（２）不可抗力について

① 不可抗力による事故等が発生した場合には、指定管理者は速やかに市に通知するものとする。

② 不可抗力か否かの判定や費用負担は、市と指定管理者の間で協議を行うものとする。

③ 不可抗力によって発生した損害や対応に要する増加費用については、原則として市の負担とす

る。

８ 指定の取り消し

（１）次に掲げる事項のいずれかに該当する場合は、指定期間中であっても、指定管理者としての指

定の取消し、管理業務の全部、又は一部の停止を命ずることがある。

① 指定管理者が自らの責に帰すべき理由により基本協定又は年度協定に定める事項を履行 し

ないとき、又は履行の見込みがないと明らかに認められるとき。

② 指定管理者が基本協定、年度協定又は関係法令等の条項に違反し、かつ市が相当の期間を定め

て催告しても、当該違反の状態が解消されないとき。

③ 指定管理者が協定を履行する上で必要とされる資格の取消し、又は停止を受けたとき。

④ 施設を管理運営する上で、指定管理者の基本基準である公平性及び中立性が損なわれたとき。

⑤ 個人情報の漏えい、滅失、改ざん、損傷等及び不法な金品等を収受の事実が判明したとき。

⑥ 改善の指示を受けたにも関わらず、放置するなどその改善が実施されないとき。

⑦ その他、市が指定の取り消しが必要と認めるとき。

（２）指定を取り消した場合、市が受けた損害は、指定を取り消された指定管理者が賠償することと

する。また、その場合、管理の引継ぎに係る人件費等の費用については、指定管理者の負担とす

る。

９ 関係機関との連絡調整事務

指定管理者は、市及び関係団体と必要に応じ連絡調整を図ること。

１０ 指定期間の前に行う業務

（１）協定項目についての市との協議

（２）事業計画書の作成、協議

（３）配置する職員等の確保、職員研修

（４）業務等に関する各種規程の作成、協議

（５）現行の管理団体からの業務引継ぎ

（６）その他、市が必要と認める業務

１１ 指定期間終了後の引継ぎ業務

指定管理者は、指定期間終了後または指定の取消し等により、次期指定管理者へ業務を引継ぐ

際は、次期指定管理者が円滑かつ支障なく本施設の業務を遂行できるよう、引継ぎを行う。

特に必要なデータ等は遅滞なく提供することとし、施設等の利用予約に関しては遺漏がないよ

う十分留意すること。
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１２ 原状回復の義務

指定管理者は指定期間が満了したとき、または、指定期間内に指定を取り消されたときは、市

の指示するところにより、その管理が不要となった施設または設備を現状に復さなければならな

い。ただし、市長の承認を得たときは、この限りでない。

別紙１

リスク分担表

種 類 内 容
負担者

市 指定管理者

包括的責任 施設設置等、所有者としての包括的責任（管理瑕疵を除く） ○

維持管理 施設管理、物品管理、清掃、安全衛生管理等 ○

運営管理 企画調整、利用指導、案内、警備、苦情対応、利用促進等 ○

施設、設備、備

品等の修繕

管理上の瑕疵に係る損害 ○

第三者による行為で相手方が特定できないもの ○

経年劣化によるもの（小規模なもの：10 万円未満（消費税

込み））
○

経年劣化によるもの（上記以外） 両 者 協 議

設備、備品等の

更新、新規購入

管理上の瑕疵に伴う更新 ○

市の政策、方針に起因する新規購入 ○

経年劣化による更新（小規模なもの：10 万円未満（消費税

込み））
○

経年劣化によるもの（上記以外） 両 者 協 議

管理者に起因する業務の拡大、変更に伴う新規購入（小規

模なもの：10 万円未満（消費税込み））

○

管理者に起因する業務の拡大、変更に伴う新規購入（上記

以外）

両 者 協 議

物価変動 物価変動による人件費、物品等経費の増 ○

金利変動 金利の変動による経費の増 ○

住民及び施設

利用者への対

応

地域との協調 ○

施設管理、運営業務内容に対する市民及び施設利用者から

要望への対応
○

上記以外 ○
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法令の変更 施設管理、運営に影響を及ぼす法令変更 ○

指定管理者に影響を及ぼす法令変更 ○

税制度の変更 施設管理、運営に影響を及ぼす税制変更 ○

一般的な税制変更 ○

政治、行政的理

由による事業

変更

政治、行政的理由から、施設管理、運営業務の継続に支障

が生じた場合、又は業務内容の変更を余儀なくされた場合

の経費及びその後の維持管理経費における当該事情による

増加経費負担

○

不可抗力 自然災害、暴動その他の市又は指定管理者のいずれの責め

にも帰すことのできない自然的又は人為的な現象に伴う、

施設、設備の修復による経費の増加及び事業履行不能

○

第三者への賠

償

管理者としての注意義務を怠ったことにより損害を与えた

場合
○

上記以外の理由により損害を与えた場合 ○

セキュリティ 施設の管理・警備の不備によるもの ○

情報の管理に関するもの ○

事業終了時の

費用

指定管理業務の期間が終了した場合又は期間中途における

業務を廃止した場合における事業者の撤収費用
○


